
重要な会計方針 [第二号勘定]

１．引当金の計上基準

　(1) 助成事業引当金　　　　　　　

      交付決定した助成金のうち翌年度支出予定額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　　　役職員の賞与の支給に備えるために、支給見込額に基づき計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　役職員の退職給付の支払いに充てるため、内規に基づき、役職員が自己都合で退職した場合の

　　期末要支給額の全額を計上しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的債券

　　　　償却原価法（定額法）

３．消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注記事項 [第二号勘定]

［貸借対照表関係］

    （有価証券関係）

      １．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位:円）

種　　類 貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

時価が貸借対照表 国債・地方債等 11,075,105,553 11,389,352,460 314,246,907

計上額を超えるもの 小　　計 11,075,105,553 11,389,352,460 314,246,907

時価が貸借対照表 国債・地方債等 7,495,014,431 7,389,806,600 -105,207,831

計上額を超えないもの 小　　計 7,495,014,431 7,389,806,600 -105,207,831

18,570,119,984 18,779,159,060 209,039,076

　　　２．満期保有目的の債券の今後の償還予定額

１年以内 １年超５年未満 ５年超10年未満 10年超

　国債・地方債等 1,581,707,969 6,699,861,653 9,588,550,362 700,000,000

合　　　　　　　　計 1,581,707,969 6,699,861,653 9,588,550,362 700,000,000

［キャッシュ･フロー計算書関係］

　　資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

    現金及び預金 287,586,146 円

    資金期末残高 287,586,146 円

［行政サービス実施コスト計算書関係］

　　引当外退職給付増加見積額は、国及び大阪府からの出向職員にかかるものであります。

［重要な債務負担行為］

　　該当なし

［重要な後発事象］

　　該当なし
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